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・地籍情報緊急対策事業（官民境界等先行調査）は、これまでは概ね予定どおりの進捗で
あったが、ここ数年、補助金の減少により、実施範囲を縮小する傾向にある。
・細街路拡幅整備事業は、災害に強いまちづくりに向け、昭和62年度に事業開始後、30年
経過し進捗率が23％のため、更なる事業促進に向けた手法を検討する必要がある。
・私道整備助成事業及び防犯灯整備は、排水設備改修工事費と防犯灯のＬＥＤ化の費用が
増大すると予想される。
・防犯対策として設置されている防犯灯の電気代を補助しているが毎年増加している。

Ｂ

279,665

・細街路拡幅整備事業は、住宅の建替え時等に道路拡幅を行っており、継続的に事業に取り組む必要があるが、効果的な
事業推進を検討する必要がある。
・防犯灯補助事業費は、LED化の推進により長寿命化を図り、経費削減に取り組む。

・全ての事業において、他区の事例などを参考にしたデータ分析を行い、適宜、効果的に進めるための要綱改正などに取
り組む。

総事業費推移（千円）

３ 施策の評価及び判断理由

【上記の判断理由】

４　今後の施策の運営方針

【今後の具体的な方針】

理由

　復興の基礎となる敷地の構成を調査する地籍情報緊急対策事業は必要不可欠な事業であり、概ね予定どおり
の進捗であるが、細街路拡幅整備事業は進捗率が23％程度にとどまっており、更なる事業推進に向け、費用対
効果を踏まえた新たな展開を見据える必要がある。

(２)　現状維持とする。

(３)　現状維持だが、より効率的な運営を図る。

(４)　資源投入の縮小を図る。

施策の戦略的方向性

評価

411 災害に強い安全なまちづくりを進める

施策の目標
　建築物の不燃化や耐震化をはじめとして、木造密集市街地の改善が進み、地震、
火災や水害などの災害に強く安全なまちが形成されており、区民が安心して暮ら
しています。

１ 基本計画における成果指標の状況

目標

実績

実績

H30

２ 目標と現状(実績)についての分析及び総事業費推移

指標の推移・施策の課題や問題点について記述

- -
H32 H33 H34 H35 H36

H29

基本目標

政策 410 災害や犯罪から身を守る、安全・安心なまちとしくみをつくる

指　標　名

安心して暮らせる「すみだ」をつくる

目標
H32 H33 H34 H35 H36

Ⅳ

施策

指　標　名

H37H30 H31H29

建築物の不燃化率

基準年(H28)

(１)　優先的に資源投入を図る。

評価



→
現状維持

平成２８年度

細街路拡幅整備事業（測
量）

16,675

65

66

100

99

現状維持

平成２８年度

私道舗装整備助成事業費 59,079 ↗

現状維持

平成２８年度

推移

23

23.38

幅員が４ｍに満たない道路を
拡幅整備し、災害時の避難路
及び緊急車両の通行路を確
保することで、災害に強い安
全なまちづくりを進める

評価結果

評価対象年度

地籍情報緊急対策事業 34,863

61.4

年度目標値

年度実績値

1

道路等の官有地と隣接してい
る土地に対して、境界（筆界）
の調査及び測量を実施したこ
とで、万一の災害で街の形態
が不明になっても、早期復興
が可能な状態にする。

現状維持

平成２８年度
→

61.4

7

施策への関連性

4

歳　出
決算額

（千円）
事務事業名番号

9

6

目的に対する指標

3

北部を中心とする区内に約
2,100路線（総延長78㎞）
ある私道の整備費を助成す
ることにより、区民の安全
で快適なまちづくりに寄与
する。

2 細街路拡幅整備事業 169,048 ↗

8

災害に強い安全なまちづく
りを進めるため、狭あい道
路を幅員４ｍにすること
で、災害時の避難路や緊急
車両が入りやすい道路とな
る。

直近の評価内容

５　この施策に係る事務事業（重要度・貢献度順）                     

12

11

10

5



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 411

事務事業

指 標 単 位 k㎡

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 7.67 7.93 8.44 8.95

実績 7.67

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 9.46 9.97 10.48 10.99 11.5 12.01

実績

指 標 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 61.4 63.4 67.5 71.6

実績 61.4

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 75.7 79.8 83.8 87.9 92 96.1

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

34,863

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

先行調査実施面積（累計）

12.01 37

指標の選定理由及び目標値の理由

　区内全域が事業対象区域である。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

先行調査実施進捗率
（実施面積累計/対象面積12.5ｋ㎡）

96.1 37

指標の選定理由及び目標値の理由

　実施した範囲を割合で示す。（平成38年度に区内全域を完了する見込みである。）

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  国等の補助金が減少傾向なので、区の予算
も減少傾向にある。

施策への
関 連 性

　道路等の官有地と隣接している土地に対して、境界（筆界）の調査及び測量を実施したこ
とで、万一の災害で街の形態が不明になっても、早期復興が可能な状態にする。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

　区が示した境界（筆界）について、土地所有者が承諾された場合、「地籍調査成果の証
明」を発行することができるようになる。この証明は、土地の分筆や地積更正といった登記
手続きに使用できるなど、土地管理や財産管理に役立てることができる。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
　法務省所管の登記所備付地図整備事業又は国土調査法第19条第5項指定に基づく民間開発事
業等による成果は、都市再生地籍調査事業（官民境界等先行調査）の成果と同等に扱うこと
ができる。

災害に強い安全なまちづくりを進める 部内優先順位

地籍情報緊急対策事業 1

事業概要
  国土調査法に基づき、平成8年度から一筆地調査（一筆ごとの所有
者、面積、地目、地番、筆界を明らかにする調査）に先行して、民有
地と道路等官有地の境界（筆界）を調査、測量する都市再生地籍調査
事業（官民境界等先行調査）を実施する。

主管課・係（担当）
土木管理課土木管理担当

03-5608-6280



5 5 5 5

評価結果

　本事業は補助金対象であるが、近年は補助金の要望額が
満額充当されず、実施面積を減少せざるを得ない。

中間・最終年度
の 講 評

　これまでは、おおよそ予定どおりの進捗であったが、ここ数年、補助金の減少によ
り、実施範囲を縮小する傾向にある。

今 後 の
方 向 性

　このまま補助金の増額が見込まれないことになると、完了年度を延期するか、一般
財源を一部投入するかの選択をしなければならない。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

　都市再生地籍調査事業は全国的に実施されている事業で
あり、その手法等は明確に示されている。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 不十分

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

　本事業は、災害対策として実施されており、万一の災害
が発生した際に、早期復興が可能となる。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

0

1

2

3

4

5

必要性
妥当性

有効性
適格性

効率性
経済性



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 411

事務事業

指 標 単 位 件／年

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 120 120 120 120

実績 127

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 120 120 120 120 120 120

実績

指 標 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 23 24 25 26

実績 23.38

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 27 28 29 30 31 32

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

169,048

H35 H36 H37

災害に強い安全なまちづくりを進める 部内優先順位

細街路拡幅整備事業 2

事業概要
「墨田区細街路拡幅整備要綱」に基づき、建築基準法で道路中心線か
ら2ｍ範囲内の後退用地とみなされた部分の土地を権利者等の承諾を受
けた上で道路状に拡幅整備する事業

主管課・係（担当）
都市整備課細街路対策担当

03-5608-6292

施策への
関 連 性

幅員が４ｍに満たない道路を拡幅整備し、災害時の避難路、緊急車両の通行路を確保するこ
とで、災害に強い安全なまちづくりを進める。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

２項道路の拡幅は、災害に強いまちづくりに必要である。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
細街路拡幅整備事業は、災害に強いまちづくりに向け、災害時の避難路及び緊急車両の通行路を確保する
ためには、統一的な道路構造で整備を行う必要がある。ただし、昭和62年度に事業開始後、30年経過し進
ちょく率が23％のため、更なる事業促進に向けた手法を検討する必要がある。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

細街路拡幅整備件数

120 37

指標の選定理由及び目標値の理由

現在まで拡幅整備件数をもって予算要求、決算処理を行っている継続可能な指標である。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

整備進捗率
　全体整備延長(両側)150.4Km）

32 37

指標の選定理由及び目標値の理由

拡幅整備の進ちょく率が事業成果につながる。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  拡幅整備件数が増加しているため、予算額
も増加傾向にある



5 5 5 5

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
昭和62年度から事業を開始し、今年度で30年が経過するが
事業進捗率は23.38％である。更なる事業促進に向け、新
たな手法等も検討していく必要がある。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

評価結果

事業目的の達成に向け、指標・目標値ともに満たしてい
る。

中間・最終年度
の 講 評

細街路拡幅整備事業は、災害に強いまちづくりに向け、災害時の避難路及び緊急車両
の通行路を確保するためには、統一的な道路構造で整備を行う必要がある。

今 後 の
方 向 性

更なる事業促進に向け、新たな手法等も検討していく。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

災害に強いまちづくりを進める必要がある。
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必要性
妥当性

有効性
適格性

効率性
経済性



平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 件／年

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 120 120 120 120

実績 127

H32 H33 H34 H35 H36 H37
120 120 120 120 120 120

単 位 ％

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 23 24 25 26

実績
H32 H33 H34 H35 H36 H37
27 28 29 30 31 32

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
3,688

H35 H36 H37

細街路拡幅整備に伴う助成金 主管課・係（担当）

墨田区細街路拡幅整備要綱 都市整備課細街路対策担当

事業概要
細街路拡幅整備事業の協力者に対し、門塀・生垣等の除去費用、排水・水
道・ガス設備や樹木の移設費、申請に係る費用の補助として助成金を交付
する。

03-5608-6292

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

２項道路の拡幅は、災害に強いまちづくりに必要である。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
細街路拡幅整備事業は、災害に強いまちづくりに向け、災害時の避難路及び緊急車両の通行路を確保する
ためには、統一的な道路構造で整備を行う必要がある。ただし、昭和62年度に事業開始後、30年経過し進
ちょく率が23％のため、更なる事業促進に向けた手法を検討する必要がある。

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

現在まで拡幅整備件数をもって予算要求、決算処理を行っている継続可能な指標で
ある。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)

指 標 整備進捗率
　全体整備延長(両側)150.4Km）

最終⽬標値

32

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 細街路拡幅整備件数

最終⽬標値

120 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
毎年増加している。

施策への
関 連 性

細街路拡幅整備に伴う門塀の除去、各設備の移設費用や申請に係る費用を助成することで、拡
幅整備への協力者を増やすことができる。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

拡幅整備の進ちょく率が事業成果につながる。

有効性・
適格性



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 該当なし

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

２項道路の拡幅は、災害に強いまちづくりに必要である。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

細街路の拡幅は住宅の建て替え等に伴い実施するので、路線としての拡幅には時間がかかる。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

細街路拡幅整備事業は、災害に強いまちづくりに向け、災害時の避難路及
び緊急車両の通行路を確保するためには、統一的な道路構造で整備を行う
必要がある。

今 後 の
方 向 性 ２項道路の拡幅は、災害に強いまちづくりに必要である。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

している
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

細街路の拡幅は住宅の建て替え等に伴い実施するので、路線としての拡幅には時間がかかる。
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効率性
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有効性
適格性



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 411

事務事業

指 標 単 位 件／年

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 45 50 50 50

実績 44

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 50 50 50 50 50 50

実績

指 標 単 位 基

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 100 200 300 400

実績 99

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 500 600 700 800 900 1,000

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

59,079

H35 H36 H37

災害に強い安全なまちづくりを進める 部内優先順位

私道舗装整備助成事業費 3

事業概要
　「私道整備助成条例、同施行規則」に基づき、私道を整備（路面舗
装・排水設備設置・防犯灯設置）するものに助成金を交付することに
より、区民の生活環境の向上に資する。

主管課・係（担当）
都市整備課細街路対策担当

03-5608-6292

施策への
関 連 性

　北部を中心とする区内に約2,100路線（総延長78㎞）ある私道の路面改修、排水設備設置及
び防犯灯設置（ＬＥＤ化含む）の整備及び改修に対して助成することにより、区民の安全で
快適なまちづくりに寄与する。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

　例年、60～70件の私道に関わる陳情がある。うち、助成要件に該当しない私道及び軽微な
施工を除いて、過去5年間を平均すると、年に41件申請を受理し助成金を交付している。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

　私道整備は公共性が高く、工事費が比較的高額になることから、区民負担を軽減するため
に区が実施する必要性は高い。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

私道整備助成金交付件数

50 37

指標の選定理由及び目標値の理由

　過去5年間の平均実績件数（41件）に、今後増大すると予想される排水設備の改修工事や、
防犯灯のLED化を見込んだ。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

防犯灯(ＬＥＤ)補助基数（累計）

1,000 37

指標の選定理由及び目標値の理由

私道防犯灯のＬＥＤ化について多くの要望(陳情)を受けている。ＬＥＤ化を図ることで、効
率的な維持管理が期待できる。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕過去10年を比較すると13.5％削減
している。これは区民のニーズの減少ではなく、組

織全体の調整の結果である。



5 5 5 5

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

　例年、陳情件数は多く、区以外に代替機関は存在しな
く、公共性が高いため。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

評価結果

過去の予算執行率（９６．１％）から判断した。

中間・最終年度
の 講 評

予算の平均執行率は目標を達成しており、このまま推移できる可能性が高い。

今 後 の
方 向 性

　ライフラインの重要な課題である排水設備の老朽化対策及び防犯灯のＬＥＤ化推進
のために、安定した継続事業として取り組む必要がある。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

　区の単独事業であり、工事単価は毎年見直しており、地
域社会への効果は甚だ高い。
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 件／年

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 45 50 50 50

実績 44

H32 H33 H34 H35 H36 H37
50 50 50 50 50 50

単 位 基

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 100 200 300 400

実績 99

H32 H33 H34 H35 H36 H37
500 600 700 800 900 1,000

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
59,079

H35 H36 H37

私道整備助成金 主管課・係（担当）

私道整備助成条例・同施行規則 都市整備課細街路対策担当

事業概要
　「私道整備助成条例・同施行規則」に基づき、私道を整備（路面舗装・
排水設備設置・防犯灯設置）するものに助成金を交付することにより、区
民の生活環境の向上に資する。

03-5608-6292

事業の終期

平成37年度

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

　例年、60～70件の私道整備に関わる陳情がある。うち、助成要件に該当しない私道及び軽微な施工を除
いて、過去5年間を平均すると、年に41件の申請を受理し助成金を交付している。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

　私道整備は公共性が高く、工事費が比較的高額になることから、区民負担を軽減するためには、区が実
施する以外に代替可能性はない。

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

　過去5年間の平均実績件数（41件）に、今後増大すると予想される排水設備の改
修工事や防犯灯のLED化を見込んだ。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)

指 標 防犯灯(ＬＥＤ)補助基数（累計）

最終⽬標値

1,000

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 私道整備助成金交付件数

最終⽬標値

50 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕過去10年を比較すると13.5％
削減している。これは区民のニーズの減少で
はなく、組織全体の予算調整の結果である。

施策への
関 連 性

　現在、区内では主な私道で約21,00路線、その総延長が78㎞を超えており、とりわけ、北部地
区の人口密集地域に集中している。また、私道は沿道関係者に止まらず、公道と同様に利用さ
れている路線も相当数あり、公共性も高いことから、整備費を助成することにより、区民の安
全で快適なまちづくりに必要な道路維持（舗装・下水・防犯）に貢献している。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

私道防犯灯のＬＥＤ化について多くの要望(陳情)を受けている。ＬＥＤ化を図るこ
とで、電気代及び維持管理費の削減効果が期待できる。

有効性・
適格性



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

　例年、陳情件数は多く、区以外に代替機関は存在しなく、公共性が高いため

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

　助成対象の私道要件、申請資格、助成率等は区条例・規則で定めており、これに基づき実施しているも
ので、適正執行している。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評 予算の執行率からみても、区民の生活環境を支えていると評価できる。

今 後 の
方 向 性

　ライフラインの重要課題である排水設備の老朽化対策及び防犯灯のＬＥ
Ｄ化推進のために、安定した継続事業として助成制度を継続する。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

している
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

　道路の公共性からみて、区民負担軽減を図ることにより生活環境の向上に資している。

0

1

2

3

4

5
必要性
妥当性

効率性
経済性

有効性
適格性



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 411

事務事業

指 標 単 位 ｍ／年

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 650 650 650 650

実績 663

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 650 650 650 650 650 650

実績

指 標 単 位 箇所／年

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 65 65 65 65

実績 66

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 65 65 65 65 65 65

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

16,675

H35 H36 H37

災害に強い安全なまちづくりを進める 部内優先順位

細街路拡幅整備事業（測量） 4

事業概要 　墨田区細街路拡幅整備要綱に基づき、建築基準法第42条第2項による
道路後退用地を測量する。

主管課・係（担当）
土木管理課土木管理担当

03-5608-6285

施策への
関 連 性

　災害に強い安全なまちづくりを進めるため、狭あい道路を幅員４ｍにすることで、災害時
の避難路や緊急車両が入りやすい道路となる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

　狭あい道路を幅員４ｍにすることで、災害時の避難路や緊急車両が入りやすい道路とな
り、区民が安心して暮らせる。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

　区域変更等の手続きも必要なので、代替可能性の状況はない。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

測量延長

650 37

指標の選定理由及び目標値の理由

　建築に伴う申請により事業を進めるため、１年当たりの申請数×10ｍを指標とする。
　（例年６００～７００ｍである。）

目 的 に
対する指標
(成果指標)

区域変更及び供用開始箇所数

65 37

指標の選定理由及び目標値の理由

　建築に伴う申請により事業を進めるため、１年当たりの申請数を指標とする。
　（例年、６０～７０箇所である。）

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  申請件数により増減がある。



5 5 5 5

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
　本事業に対する区域変更及び供用開始箇所数の推移か
ら、事業へのニーズは、おおむね横ばいであり、今後も変
わらないと推定される。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

評価結果
　本事業に対する区域変更及び供用開始箇所数の推移か
ら、事業へのニーズは、おおむね横ばいであり、今後も変
わらないと推定される。

中間・最終年度
の 講 評

　細街路拡幅整備事業の測量（区域変更等を含む）事務である。

今 後 の
方 向 性

　細街路拡幅整備事業の測量（区域変更等を含む）事務である。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由
　測量成果は保存されているので、近隣で細街路拡幅整備
事業が行われていた場合、測量経費は安価で済むことがあ
る。
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